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要  旨 

 

2007年に改正された「港湾の施設の技術上の基準・同解説」では，矢板式係船岸の永続状態に対す

る照査においてレベル１信頼性設計法（部分係数法）が導入され，基準・同解説において標準的な部

分係数が参考提示されている．しかしながら，タイ材の応力照査に関して，港湾工事のタイ材として

使用されるタイロッドとタイワイヤーのうち，タイワイヤーに対する部分係数については当時検討さ

れていないため，提示するに至っていない． 

そこで，本研究では，永続状態に対する矢板式係船岸のタイワイヤーの応力照査を対象として，タ

イワイヤーの降伏強度に対する部分係数について検討した．また，基準・同解説において参考提示さ

れている標準的な部分係数の設定根拠等について，設計者の便を考慮してあらためて整理した． 
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Synopsis 

 

In this study we proposed partial factors for persistent design situation of anchored sheet pile quaywalls, 

which includes design checks of embed length of sheet pile, bending moment of sheet pile, tension of tie 

member(tie rod) and stability of quaywall(circular slip). The proposed partial factors had been introduced 

as standard ones in Technical Standards for Port and Harbour Facilities and Commentaries in Japan. In 

addition, we also proposed partial factors for safety check against tension of tie wire, based on the testing 

date provided by tie wire manufacturers. 
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1. はじめに 
 

2007年に改正された「港湾の施設の技術上の基準・同

解説（国土交通省港湾局）（以下，基準・同解説と呼ぶ）」

では，矢板式係船岸の永続状態に対する照査においてレ

ベル１信頼性設計法（部分係数法）が導入され，基準・

同解説において標準的な部分係数が参考提示されている．

しかしながら，タイ材の応力照査に関して，港湾工事の

タイ材として使用されるタイロッドとタイワイヤーのう

ち，タイワイヤーに対する部分係数については，当時検

討されていないため，提示するに至っていない． 

そこで，本研究では，永続状態に対する矢板式係船岸

のタイワイヤーの応力照査を対象として，タイワイヤー

の降伏強度に対する部分係数について検討した（第3章）．

また，基準・同解説において参考提示されている標準的

な部分係数の設定根拠等について，設計者の便を考慮し

てあらためて整理した（第2章）． 

 

 

2. 矢板式係船岸の永続状態に関するレベル１信頼

性設計法 

 

2.1 概要 

(1)永続状態に関する矢板式係船岸の性能照査 

本検討で対象とする矢板式係船岸は図－2.1 のように，

海底面に打込まれた矢板の上部にタイ材を連結し，その

背後に控えを設置する構造である． 

永続状態（以下，旧基準において「常時」と呼ばれて

いた設計状態に対応する）の矢板式係船岸の設計で考慮

する照査項目は，以下に示す4つの終局限界状態（破壊モ

ード）である．基準・同解説では，これらの照査項目に

ついて，部分係数が一覧表として提示されている． 

・矢板根入れ長の照査： 

矢板の海底面への根入れ深さに関する安定性 

・タイ材の応力の照査： 

タイ材に生じる張力に関する安全性 

・矢板壁の応力照査： 

矢板に生じる曲げモーメントに関する安全性 

・円弧すべりの照査： 

円弧すべりに関する安全性 

 

(2)部分係数の設定経緯の概要 

基準・同解説に提示されている矢板式係船岸の永続状態

の照査に対する部分係数は，以下に示す①～④の過程を

経て設定されたものである． 

①感度係数の検討：鈴木ら(2002)による検討 

矢板式係船岸の永続状態及び地震動に関する変動状態に

対する部分係数を導入した設計法の検討であり，基準・

同解説に参考提示されている永続状態に関する部分係数

のベースとなっている．但し，本検討では，円弧すべり

の検討は行われていない． 

②目標安全性水準の設定：尾崎ら(2005)による検討 

矢板式係船岸の常時の設計に関して，経済損失を考慮し

た期待総費用の最小化の観点から目標安全性水準の検討

を行った研究であり，その検討結果のうち，目標システ

ム信頼性指標及び円弧すべりの部分係数の検討結果が基

準・同解説に反映されている． 

③感度係数の再評価： 

上記①の検討結果をベースとして，下記項目につ

いてあらたに検討を加え，円弧すべり以外の照査に

ついて感度係数を再評価している．なお，詳細につ

いては，2.4において説明を加える． 

 ・残留水位を確率変数として追加 

 ・鋼材の降伏強度を確率変数として追加 

・各破壊モード（矢板根入長，矢板壁の応力，タイ

材の応力）について，支配的な土質（砂質土系地

盤，粘性土系地盤）に分類して感度係数を評価 

・ISO2394 Annex E(ISO(1998)） における記述を参考と

し，感度係数を安全側に評価（感度係数の二乗和＝1.2

程度を目標）．なお，その際，支配的な感度係数のみを

対象として評価（感度係数が0.1未満は，0.0として評価）

するとともに，感度係数が1.0を越えた場合には1.0とし

て評価． 

 ④部分係数の設定： 

   上記③で得られた感度係数と上記②で設定された

目標信頼性指標に基づき，円弧すべり以外の照査に

関する部分係数を以下の方針に基づき設定してい

る．なお，詳細については，2.4において説明を加

える． 

鋼管杭

コンクリート舗装

路盤

鋼矢板

砂質土

H.W.L.

L.W.L.
タイロッド

裏込石

タイ材

控え工
（鋼管杭）

 

図－2.1 矢板式係船岸の構造の例 
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  ・部分係数は，0.05単位で丸める． 

・鋼矢板の降伏強度の部分係数が1.0を越える場合，

鋼材降伏強度の部分係数が1.00となるように補正

する．これは，港湾の施設以外の性能照査におい

て、鋼材降伏強度をJIS規格値以上の設計用値とし

て用いている例がないためである．なお，このよ

うな場合における鋼材の部分係数の設定は，感度

係数の大きい「土のせん断抵抗角の正接」に対す

る部分係数を信頼性解析による算出値より大きい

値として設定し，それにより矢板壁に生じる曲げ

モーメントを低減させ，鋼材の降伏強度の部分係

数が1.00となるように補正を行っている． 

・タイ材（タイロッド）の降伏強度の部分係数につ

いては，旧設計法（許容応力度法）において考慮

されていたタイロッド鋼材の一般鋼材（矢板本

体）に対する安全性に配慮し，部分係数に1.5倍程

度の安全性を見込んで設定する． 

・さらに，設計者の便を考慮し，矢板壁の応力照査

とタイ材の応力照査において，鋼材の降伏強度に

関する部分係数以外の部分係数については，両照

査において共通の係数を適用することとした．具

体的には，砂質土系地盤については，矢板壁の応

力照査に対して設定された部分係数をタイ材の応

力照査の部分係数に準用し，粘性土系地盤につい

ては，タイ材の応力照査に対して設定された部分

係数を矢板壁の応力照査の部分係数に準用してい

る．いずれも，安全側の評価になるような準用と

している． 

 

 上記の項目のうち，③及び④については，設計者が部

分係数の設定根拠をトレースできるような文献等が残さ

れていない．このため，設計者の便を考慮し，2.2及び2.3

において既往の検討結果（①及び②）の骨子を紹介し，

2.4において上記③及び④の詳細について説明する． 

 

2.2 既往検討結果（その1） 

本節では，先に紹介した鈴木ら(2002)の検討結果につい

て，基準・同解説に最終的に反映された内容もしくは関

連する内容を中心に簡潔に紹介する．詳細については，

当該文献を参照されたい． 

(1)検討条件 

a)対象断面 

 本検討の対象断面は，一般的な矢板式係船岸であり，

付録Ａに示す既往の設計事例（全8断面）である． 

b)破壊モード 

本検討では，矢板式係船岸の設計で考慮する破壊モー

ドとして，常時及び地震時で次に示す3つのモードを対象

としている． 

・矢板の海底面への根入れ深さに関する安定性 

・タイロッドに生じる張力に関する安全性 

・矢板に生じる最大発生曲げモーメントに関する安全性 

c)検討条件等 

ⅰ）確率変数の変動特性 

本検討では，確率変数として土のせん断強度（内部摩擦

角の正接(tan φ)，粘着力(c))，単位体積重量(γt)，主

働側と受働側の壁面摩擦角(δa ，δp)を考慮し，各変数

の従う確率分布はすべて正規分布と仮定している．また，

検討対象の全ての土層で同一の値を用いている．なお，

実地盤での一般的な地盤定数のばらつきを念頭に置き

（土質工学会(1985)），比較的均質な港湾の土質を対象

としてtanφ とc の変動係数を10%，γt の変動係数を5%

としている．さらに，δa には15°，δp には− 15°を

平均値として与え，10%の変動係数としている． 

(2)主な検討結果 

a）感度係数 

この検討における各破壊モード別の感度係数の算出結果

は，図– 2.2 に示すとおりである． 各破壊モードにおけ

る各確率変数に対応する感度係数は，検討対象8地点にお

いて概ね同程度の値を有していることが示されている．

但し，その一方で，土の内部摩擦角の正接及び土の粘着

力の感度係数が地点毎に大きくばらつくなどの傾向もあ

り，その原因として，検討対象の設計断面における土層

構成の相違，すなわち砂質土が支配的である場合と粘性

土が支配的である場合で感度係数の傾向が変化すること

についても言及している． 

 

2.3 既往検討結果（その2） 

本節では，先に紹介した尾崎ら(2005)の検討結果につい

て，基準・同解説に最終的に反映された内容を中心に簡

潔に紹介する．詳細については，当該文献を参照された

い． 

(1)検討条件 

a)対象断面 

本検討の対象断面は一般的な矢板式係船岸であり，付録

Ｂに示す設計水深の異なる3断面（-7.5m，-11.0m，

-14.0m）に対して原地盤を砂地盤及び粘土地盤として設

定した合計6断面である．  

b)破壊モード 

本検討では矢板式係船岸の常時設計に関して，以下に

示す破壊モードを対象としている． 
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・タイ材に生じる張力に関する安全性 

・矢板に生じる曲げモーメントに関する安全性 

・円弧すべりに関する安全性 
c)検討条件等 

ⅰ）確率変数の変動特性 

本検討では，各確率変数の従う確率分布は，表-2.1 に

示すとおり設定されている．各設計パラメータとその特

性値の比（α）は正規分布に従うと仮定しており，その

場合のαの変動係数（V ）が同表に示すとおり設定され

ている．  
ⅱ）目標信頼性水準の設定の考え方 

 本検討では，矢板式係船岸の常時設計について，初期

建設費に破壊可能性と破壊時の費用を乗じた値を加えた

費用により定義される期待総費用を考慮し，この期待総

費用が最小となる信頼性水準を目標としている． なお，

破壊時費用は，復旧費用と経済損失の両方を考慮し，経

済損失の算出にあたっては，岸壁の破壊時に当該施設が

利用できないことによる迂回輸送による損失を考慮して

いる． 
(2)主な検討結果 

本項では，主な検討結果として，円弧すべりの照査に

おける感度係数及び部分係数の検討結果のみ紹介する．

これは，ここで紹介する検討結果がそのまま基準・同解

説に反映されているためである． 

a)目標信頼性水準 

この検討における矢板式係船岸の期待総費用は図

-2.3 のように示されている．水平軸は矢板本体の鋼材の

断面係数，地盤の改良厚などを変化させた場合の各破壊

モードを考慮したシステム破壊確率である． 図中○，□

を付けた破壊確率は，それぞれ迂回輸送による被害額と

して，平均値+σ，平均値+3σを考慮した期待総費用が最

小となる破壊確率である．また，△および▲で示した破

壊確率は旧基準による信頼性水準を示している． 
 本検討では，これらの結果より，中核港湾（経済損失が

平均+σ）および中枢港湾（経済損失が平均+3σ）を想定

した矢板式係船岸の目標信頼性水準として，表-2.2 に示

す 2 通りの目標信頼性水準を定めている． 
b)感度係数の設定（円弧すべり） 

円弧すべりの感度係数（経済損失が平均+3σの場合）

は図-2.4 のように示されている．なお，土の単位体積重

量については，図-2.5 に示すとおり，海底面より浅い地

盤をγ1，基礎地盤のうち砂質土をγ2，粘性土をγ3とし

て個別に評価している．γ1については載荷重として荷重

効果側となるため感度係数は負となる．また，基礎地盤

のγ2（砂質土）及びγ3（粘性土）ついては，滑動モー

メントとして作用する成分は円弧中心を対象として左右

で相殺されるため，粘性土のγ 3 については感度係数はゼ

ロ，砂質土についてはせん断抵抗成分に寄与する場合が

大半であり，感度係数は抵抗側の正の値を取ることが示

されている． 
感度係数の設定については，基礎地盤の条件によって粘

着力c'，土のせん断抵抗角の正接tanφ，γ 2の抵抗側に寄

 
図－2.2 各パラメータの感度解析結果（鈴木ら(2002)）

表-2.1 パラメータの従う確率分布（尾崎ら(2005)） 
 α V 

残留水位 RWL 1.00 0.05 
単位体積重量 Wi 
 基礎地盤 

 
1.00 

 
0.03 

土圧 ke 1.00 0.10 

上載荷重 q 1.00 0.40 
基礎地盤強度 c'，tanφ 1.00 0.10 
鋼材降伏応力度精度 fy 1.20 0.065 
矢板断面力算定精度 mS 1.00 0.10 
注）α：平均値の偏り（平均値／特性値） 

V ：変動係数 

表-2.2 目標信頼性水準（尾崎ら(2005)） 

構造形式
経済損失

目標信頼性指標β T

目標破壊確率P f T

平均+σ 平均+3σ
2.7 3.6

4.0×10-3 1.7×10-4

矢板式岸壁
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与する感度係数は，粘性土・砂質土それぞれの地盤で差

があるため，単純に平均することは感度係数を過小評価

することになることが示されている．このため，本検討

では，各地盤で支配的となるもの（粘性土地盤：c'，砂

質土地盤：tanφ，γ 2）を考慮して感度係数を平均化して

いる． 以上の考え方に基づき算出された円弧すべりの破

壊モードにおける各パラメータの感度係数の平均値が表

-2.3に示されている． 

c)部分係数の設定（円弧すべり） 

部分係数の設定の基本的な考え方は，上記 b)で設定し

た期待総費用を最小とする信頼性水準より安全側の断面

を，レベル 1 信頼性設計により設計することを目標とし，

これを下式(1)より得られる部分係数を丸めることによ

り対応するというものである． 

( )1 X
X X T X

k

V
X
μγ α β= −  (1) 

ここに，γX：部分係数，α  X：感度係数，β T：目標信頼

性指標，V X：変動係数，μX：平均値，X k：特性値である． 
部分係数の丸めは，レベル 1 信頼性設計結果の信頼性

指標の大きなばらつきに結びつくため，本来望ましいこ

とではない．しかしながら，今回の検討対象が永続状態

での性能照査であり，変動および偶発作用に対する信頼

性と比較すると要求される信頼性水準は高いと言えるこ

と．さらに，旧設計法における許容安全率の設定にもそ

のような考え方が反映されていると考えられることから，

上述のような考え方に基づき部分係数の設定を本検討で

  - - - - - - 初期建設費 
 ──── 期待総費用（平均+σ） 
 ━━━━ 期待総費用（平均+3σ） 
   ○ 期待総費用最小（平均+σ） 
   □ 期待総費用最小（平均+3σ） 
   ▲ 現行設計法（壁体） 
   △ 現行設計法（円弧すべり） 
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矢板式（砂質土地盤）

0.0001 0.001 0.01 0.1 1
破壊確率

期
待

総
費

用
(百

万
円

/m
)

-14m

-11m

-7.5m
2

2.5
3

4
4.5

5
5.5

6

1.5
1

3.5

2)砂質土地盤 
 

図－2.3 期待総費用カーヴ（矢板式係船岸） 
（尾崎ら(2005)） 
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係
数

 
図－2.4 円弧すべりの感度係数の分布 

（尾崎ら(2005)） 

表-2.3 感度係数（円弧すべり）（尾崎ら(2005)） 

β T c' tanφ γ 1 γ 2 γ 3 q RWL
2.7 0.329 0.396 -0.271 0.312 0.000 -0.487 -0.040
3.6 0.309 0.398 -0.259 0.314 0.000 -0.467 -0.040

円弧すべり

 
 

海底面

W.L.

すべり円弧

基礎地盤

背後地盤γ1

γ3 粘性土層

γ2 砂質土層

 
図－2.5 土層による単位体積重量の扱い 

（尾崎ら(2005)） 

表-2.4 部分係数（円弧すべり）（尾崎ら(2005)） 

β T c' tanφ γ 1 γ 2 γ 3 q RWL
2.70 0.9 0.9 1.1 0.9 1.0 1.6 1.1
3.60 0.9 0.9 1.1 0.9 1.0 1.7 1.1

円弧すべり
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は行っている．なお，部分係数の丸めは円弧すべりの場

合，0.1 としている．表-2.4 にレベル 1 信頼性設計法に

用いる部分係数（円弧すべり）が提案されている．なお，

表-2.4 における 2 つの目標信頼性指標（βT=3.6，2.7）

に対応する部分係数は，基準・同解説において，各々耐

震強化施設と耐震強化施設以外の部分係数として反映さ

れている． 

 
2.4 感度係数及び部分係数の設定 

 本節では，基準・同解説に提示されている矢板式係船

岸の永続状態に対する部分係数の設定について述べる．

なお，矢板式係船岸の永続状態の性能照査は4種類あるが

（2.1参照），円弧すべりの照査については，2.3で既に

述べたとおり，尾崎ら（2005）の検討結果がそのまま基

準・同解説に採用されている．従って，以下，円弧すべ

り以外の照査における部分係数の設定について述べる． 

(1)対象断面 

感度係数の評価に用いた検討対象断面は，付録Ａに示

す8断面（地点）である．地点2及び地点8は，全て砂質地

盤により構成されている． 

(2)性能関数と確率変数 

 検討対象断面の信頼性解析は，下記に示す破壊モード

に対応した性能関数に基づき評価している． 

 

① 矢板の根入れ長に関する安定性 

(tan , c , , ) (tan , c , , , )p t p a t aZ M M RWLφ γ δ φ γ δ′ ′= −  

ここに，Mp: 受働土圧によるタイ材取付点に関するモー

メント，Ma: 主働土圧によるタイ材取付点に関するモー

メント， φ：排水条件における内部摩擦角，c'：見かけの

粘着力，γt：土の単位体積重量，δa：主働土圧側（矢板

壁背面）の壁面摩擦角，δp：受働土圧側（矢板壁前面）

の壁面摩擦角，RWL：岸壁残留水位，である．  
 

② タイ材（タイロッド）の応力に関する安全性 

( ) (tan , c , , , )
ky ty t t aZ f RWLσ σ φ γ δ′= −  

ここに，σy : 鋼材（タイロッド）の引張降伏応力度，

σt：タイ材に作用する引張応力度，ftyk: 鋼材（タイロッ

ド）の引張降伏応力度の特性値，である． 

 

③ 矢板壁の応力に関する安全性 

( ) (tan , , , , )
ku sy d t aZ M f M c RWLφ γ δ′= −  

ここに，Mu :矢板の限界曲げモーメント（縁部降伏に対

応する曲げモーメント），Md :矢板に発生する最大曲げ

モーメント，fsyk : 鋼材（矢板壁）の曲げ降伏応力度の特

性値，である． 

なお，上記の性能関数における確率変数として，2.2

に示す検討から，残留水位を新たに追加している．また，

上記の②タイ材の応力照査及び③矢板壁の応力照査の性

能関数においては，鋼材の降伏強度を確率変数として新

たに追加している． 

信頼性解析に用いる確率変数とその統計量を表-2.5に

示す．なお，本検討では，鋼管矢板の材質は表中に示す2

種類の鋼種(SKY400，SKY490)について考慮している．ま

た，タイ材の材質については，タイロッドを想定してお

り，表中に示す2種類の鋼種（SS400，HT690）について考

慮している． 

(3)感度係数の評価 

図－2.6及び表－2.6に各破壊モードにおける各確率変

数の感度解析の結果を示す． 

矢板根入れ長については，土の内部摩擦角あるいは土

の粘着力の感度係数が大きく，次に土の単位体積重量が

続いている．その他のパラメータの感度係数は比較的小

さいことが分かる．この結果の中で，地点2及び地点8に

ついては，原地盤及び矢板背面地盤も全て砂質土により

構成されているため，土の粘着力の感度係数は0.0となっ

ている．また，この2つの地点については，土の単位体積

重量の感度係数は，その他の地点（主に粘性土により構

成されている）と比較して見ると正負が逆転しているこ

とが分かる．これは，地点2と8の場合，矢板前面と背面

表－2.5 考慮パラメータとその確率分布 

対象となる

限界状態※確率変数 記号 
平均値／ 

特性値 

変動

係数
① ② ③

土の内部摩擦角 

の正接 
tanφ 1.0  10% ○ ○ ○

土の壁面摩擦角 

（主働側） 
δa 1.0  10% ○ ○ ○

土の壁面摩擦角 

（受働側） 
δp 1.0  10% ○ ‐ ‐

土の粘着力 c 1.0  10% ○ ○ ○

土の単位体積重量 γt 1.0  5% ○ ○ ○

残留水位 RWL 1.0  5% ○ ○ ○

鋼管矢板の降伏強度
(SKY490) fsy 1.20  6.5% ‐ ‐ ○

鋼管矢板の降伏強度 

(SKY400) 
fsy 1.26  7.3% ‐ ‐ ○

タイ材の降伏強度 

(HT690) 
fty 1.13  7% ‐ ○ ‐

タイ材の降伏強度 
(SS400) fty 1.26  7.3% ‐ ○ ‐

※①：矢板の根入れ長，②：タイ材の応力，③矢板壁の応力 
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が砂地盤であり，この条件において砂の単位体積重量の

増加は，矢板壁前面の受働土圧の増加に顕著に寄与し，

感度係数が正となるためである．以上のことから，矢板

根入れ長の感度係数の評価にあたっては，地点2と地点8

を砂質土系地盤として分類し，それ以外の地点を粘性土

系地盤として分類して各々評価することが妥当と判断し，

各々の地盤ごとに感度係数を評価した．表－2.7に各地点

の各破壊モードに対する支配的な土質を分類した結果を

示す． 

次に，タイ材の応力については，概観すると，鋼材の

降伏応力と土の内部摩擦角の感度係数が正側に大きな値

を有している．地点別の感度係数を評価すると，地点1，

2及び8とそれ以外の地点では若干傾向が異なることが分

かる．この傾向の差は，矢板背面の土層構成及び土質性

状（砂，粘性土）に対応している．すなわち，前者の3

地点においては，付録Ａに示すとおり，海底面から上の

矢板背面は全て砂地盤もしくは海底付近の一部を除き全

てほとんどが砂地盤で構成されており，このため，これ

らの地点では土（砂）の内部摩擦角の感度係数がその他

の地点に比較して若干大きく評価された結果であると考

えられる．また，これに対応して，タイ材の降伏強度に

関する感度係数は，これらの3つの地点ではその他地点と

比較すると相対的に感度係数が小さな値となっている．

以上のことから，タイ材の応力照査における感度係数の

設定にあたっては，地点1，2と8を砂質土系地盤として分

類し，それ以外の地点を粘性土系地盤として分類し，各々

の地盤について感度係数を評価することとしている（表

－2.7参照）． 

矢板壁の応力については，概ねタイ材の応力照査にお

ける感度係数の傾向と同様である．これは，タイ材と矢

板壁の応力算定の方法が同じであることに対応している

ためである．従って，矢板本体の応力照査における感度

係数の設定にあたっては，タイ材と同様，地点1，2と8

を砂質土系地盤として分類し，それ以外の地点を粘性土

系地盤として分類し，各々の地盤について感度係数を評

価することとしている（表－2.7参照）． 
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図－2.6 各パラメータの感度解析結果 

表－2.6 各パラメータの感度解析の結果 

(a)矢板根入れ長 

地点1 地点2 地点3 地点4 地点5 地点6 地点7 地点8
tanφ 0.570 0.984 0.765 0.849 0.825 0.728 0.696 0.986

c 0.750 0.000 0.619 0.506 0.542 0.660 0.695 0.000
γ t -0.310 0.084 -0.144 -0.127 -0.132 -0.150 -0.137 0.096
RWL -0.011 -0.003 -0.008 -0.007 -0.007 -0.008 -0.009 -0.013
δ a 0.019 0.046 0.019 0.026 0.024 0.013 0.011 0.045

δ p 0.122 0.147 0.102 0.084 0.090 0.111 0.113 0.128

(b)タイ材の応力照査 

地点1 地点2 地点3 地点4 地点5 地点6 地点7 地点8
tan φ 0.741 0.653 0.582 0.582 0.582 0.248 0.248 0.665

c 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
γt -0.209 -0.246 -0.225 -0.225 -0.225 -0.224 -0.224 -0.263
RWL -0.012 -0.005 -0.026 -0.026 -0.026 -0.032 -0.032 -0.038
δ a 0.068 0.080 0.054 0.054 0.054 0.022 0.022 0.078
f ty 0.635 0.712 0.779 0.779 0.779 0.942 0.942 0.694

 

 (a)矢板壁の応力照査 

地点1 地点2 地点3 地点4 地点5 地点6 地点7 地点8
tan φ 0.754 0.758 0.268 0.268 0.268 0.052 0.052 0.540

c 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
γt -0.265 -0.326 -0.216 -0.216 -0.216 -0.268 -0.268 -0.262
RWL 0.032 0.013 0.054 0.054 0.054 0.055 0.055 0.065
δ a 0.072 0.087 0.024 0.024 0.024 0.005 0.005 0.063

f sy 0.596 0.558 0.937 0.937 0.937 0.961 0.961 0.795
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(4)感度係数及び部分係数の設定 

a)感度係数の設定 

表－2.8に各破壊モード（矢板根入れ長，矢板壁の応力，

タイ材の応力）について，全地点を砂質土系地盤と粘性

土系地盤に分類した上で，各々の地盤分類における感度

係数を平均値したものを一覧表として示す． 

表中の①に示す感度係数は，単純に平均を算出した結

果である．次に，②に示す感度係数は，感度係数の二乗

和が1.2になるように調整した場合の感度係数である．こ

れは，ISO2394 Annex E(ISO(1998)）において感度係数の

設定にあたって安全性の余裕を見込むことが紹介されて

いることを参考とし，設計基準で規定される部分係数は

ほとんどの設計結果が目標信頼性指標を満足するような

安全性の余裕を見込んで設定されるべきであるとの考え

に基づき感度係数を評価したものである． 

次に，表中の③に示す感度係数は，設計者の便等を考

慮し，以下に示す調整を経て設定した係数である．なお，

この③に示す感度係数を後述する部分係数の設定に用い

ている． 

・感度係数が0.10 以下の小さな値となる確率変数につ

いては，感度係数を設定しない（結果的に，部分係

数は1.00となる）． 

・上記以外の感度係数については，感度係数の二乗和

が概ね1.2程度となるよう調整する．但し，感度係数

が1.00を越えた場合には1.00として評価する． 

 

b)部分係数の設定 

部分係数は，上記a)で設定した感度係数（表－2.8中の

③に示す感度係数），表-2.5に示す平均値／特性値・変

動係数，及び表-2.2に示す目標信頼性指標を用いて，式

(1)に基づき評価している．なお，矢板式係船岸の目標信

頼性指標については，βt=3.6と2.7の2種類を設定し，

各々について耐震強化施設及び耐震強化施設以外の係船

岸に対応するものとして設定している． 

以上の結果により得られた部分係数を表－2.9中の①

に示す．表中の①に示す部分係数については，さらに以

下に示す調整を行い，同表中の②に示す部分係数として

評価している． 

・部分係数は，0.05単位で丸める． 

・鋼材の降伏強度の部分係数が1.0を越える場合，港湾

の施設以外の性能照査において，鋼材降伏強度をJIS

規格値以上の設計用値として用いている例がないた

め，鋼材降伏強度の部分係数が1.00となるように補

正を行う．具体的には，感度係数の大きいせん断抵

抗角の正接に関する部分係数を信頼性解析による算

出値より，大きい値として設定し，それにより矢板

壁に生じる曲げモーメントを低減させ，鋼材降伏強

度の部分係数が1.00となるように補正する．この補

正は，「表－2.9(a) (3)矢板壁の応力」に示す鋼材

の降伏強度の部分係数に対して適用している． 
・タイ材（タイロッド）の降伏強度の部分係数につい

ては，旧設計法（許容応力度法）において考慮され

ていたタイロッド鋼材の一般鋼材（矢板本体）に対

する安全性に配慮し，部分係数に1.5倍程度の安全性

を見込んで設定する．これは，旧設計法において，

タイロッドの常時の許容応力度は降伏強度に対して

2.5の安全率を見込んで設定されていたが，鋼矢板

（本体構造）については約1.68程度であり，同じ鋼

材であってもタイロッドは矢板本体の鋼材に対して，

2.5/1.68＝1.49程度の安全性を元々見込んでいたこ

とを反映したものである．具体的には，表－2.9中の

①に示す部分係数を1.49で除することにより補正を

行っている．この補正は，「表－2.9(a)及び(b)の(2)

タイ材の応力」におけるタイ材の降伏強度の部分係

数に対して適用している．なお，この補正を行った

部分係数については，さらに0.05単位での丸め補正

を行っており，最終的に設定された部分係数は同表

中の③に示すものである． 

 

最後に，最終的に設定された部分係数を表－2.9中の③

に示す．同表中の②と③に示す部分係数は，一部を除い

て同一の値であるが，備考欄において「※※」で示す部

分係数についてはさらに調整を行っている．この調整は，

矢板壁の応力とタイ材の応力の照査における鋼材の降伏

強度に関する部分係数以外の部分係数を共通の係数とし

表－2.7 各限界状態における支配的な土質一覧 

限界状態 ①根入れ長 
②タイ材の 

応力 

③矢板壁の

応力 

支配的な 

土質 

根入れ部 

の土質 

背面土の 

土質 

背面土の

土質 

地点 1 粘性土 砂質土 砂質土 

地点 2 砂質土 砂質土 砂質土 

地点 3 粘性土 粘性土 粘性土 

地点 4 粘性土 粘性土 粘性土 

地点 5 粘性土 粘性土 粘性土 

地点 6 粘性土 粘性土 粘性土 

地点 7 粘性土 粘性土 粘性土 

地点 8 砂質土 砂質土 砂質土 
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て設定することにより，設計者の便を図るためにおこな

ったものである（計算手間の省力化及び計算ミスの防止）．

具体的には，砂質土系地盤については，矢板壁の応力照

査における部分係数をタイ材の応力照査に準用し，粘性

土系地盤については，タイ材の応力照査における部分係

数を矢板壁の応力照査に準用した．いずれも安全側の評

価になるような部分係数の準用である．以上の検討によ

り設定された表－2.9中の③に示す部分係数が基準・同解

説に提示されているものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2.8 各限界状態における感度係数の平均値（砂質土系地盤と粘性土系地盤） 

 

(a) 矢板根入れ長 

（砂質土系地盤） （粘性土系地盤）

tan φ 0.985 1.079 1.00 ←1.0で打ち切り tan φ 0.739 0.818 0.82

c 0.000 0.000 － c 0.629 0.696 0.70
γ t 0.090 0.098 － γ t -0.167 -0.184 -0.19

RWL -0.008 -0.009 － RWL -0.008 -0.009 －
δ a 0.045 0.050 0.30 ←δpを準用 δ a 0.019 0.021 0.12 ←δpを準用
δ p 0.137 0.151 0.30 ←調整（③＝②×2.0） δ p 0.104 0.115 0.12 　

二乗和 1.000 1.200 1.181 二乗和 0.980 1.200 1.227

①感度係数の
平均値

確率変数
②感度係数の二乗

和=1.2の場合
③部分係数の算定に

用いる感度係数
②感度係数の二
乗和=1.2の場合

備考
①感度係数の

平均値
確率変数 備考

③部分係数の算定に
用いる感度係数

 

(b) タイ材の応力 
（砂質土系地盤） （粘性土系地盤）

tan φ 0.686 0.753 0.75 tan φ 0.448 0.500 0.50

c 0.000 0.000 － c 0.000 0.000 －
γt -0.239 -0.263 -0.26 γt -0.224 -0.250 -0.25
RWL -0.018 -0.020 － RWL -0.028 -0.032 －
δ a 0.075 0.082 － 　 δ a 0.041 0.046 － 　

f ty 0.680 0.746 0.75 　 f ty 0.844 0.941 0.94 　

二乗和 0.997 1.200 1.193 二乗和 0.967 1.200 1.196

確率変数
①感度係数の

平均値
③部分係数の算定に

用いる感度係数
②感度係数の二乗

和=1.2の場合
②感度係数の二
乗和=1.2の場合

①感度係数の
平均値

確率変数備考 備考
③部分係数の算定に

用いる感度係数

 
(c) 矢板壁の応力 

（砂質土系地盤） （粘性土系地盤）

tan φ 0.684 0.758 0.76 tan φ 0.182 0.200 0.25 ←調整（③＝②×1.25）

c 0.000 0.000 － c 0.000 0.000 －
γt -0.284 -0.315 -0.32 γt -0.237 -0.261 -0.33 ←調整（③＝②×1.25）

RWL 0.036 0.040 － RWL 0.054 0.060 －
δ a 0.074 0.082 － 　 δ a 0.016 0.018 － 　

f sy 0.650 0.720 0.72 　 f sy 0.946 1.043 1.00 ←1.0で打ち切り

二乗和 0.977 1.200 1.198 二乗和 0.988 1.200 1.169

確率変数
①感度係数の

平均値
②感度係数の二乗

和=1.2の場合
③部分係数の算定に

用いる感度係数
②感度係数の二
乗和=1.2の場合

備考 備考確率変数
①感度係数の

平均値
③部分係数の算定に

用いる感度係数
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表－2.9(a) 矢板式係船岸の永続状態の照査における部分係数（砂質土系地盤） 

 

【βt =2.7における部分係数】 

① ② ③
tanφ 1.000 1.000 0.100 0.640 0.65 0.65 ②＝③

c 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ②＝③

γ t 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ②＝③

RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ②＝③

δ a 1.000 0.300 0.100 0.892 0.90 0.90 ②＝③

δ p 1.000 0.300 0.100 0.892 0.90 0.90 ②＝③

① ② ③
tanφ 1.000 0.750 0.100 0.730 0.75 0.75 ※※

c 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ※※
γt 1.000 -0.260 0.050 1.047 1.05 1.05 ※※
RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ※※

δa 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ※※

f ty (HT690) 1.130 0.750 0.070 0.916 0.615 0.60 ②=①/1.489※

f ty (SS400) 1.260 0.750 0.073 1.012 0.679 0.65 ②=①/1.489※

① ② ③
tanφ 1.000 0.760 0.100 0.726 0.75 0.75 ②＝③

c 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ②＝③
γt 1.000 -0.320 0.050 1.058 1.05 1.05 ②＝③
RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ②＝③

δa 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ②＝③

f sy (SKY490) 1.200 0.720 0.065 0.998 1.00 1.00 ②＝③

f sy (STK400) 1.260 0.720 0.073 1.022 1.00 1.00 ②＝③

備考

備考

※：②では，旧設計法におけるタイロッド鋼材の矢板本体鋼材に対する安全性を考慮して部分係数を設定している．
※：③では，②を0.05単位で丸めている．
※※：③は，矢板壁の応力で設定した部分係数（③）を準用している．

3.6

部分係数
確率変数

平均値／
特性値

感度係数 変動係数

(3)矢板壁の応力

目標
信頼性指標

(2)タイ材の応力
目標

信頼性指標
確率変数

平均値／
特性値

感度係数 変動係数
部分係数

3.6

(1)矢板根入れ長

備考
平均値／
特性値

感度係数 変動係数
部分係数目標信頼性

指標
確率変数

3.6

 

 

【βt =3.6における部分係数】 

① ② ③
tanφ 1.000 1.000 0.100 0.730 0.75 0.75 ②＝③

c 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ②＝③

γ t 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ②＝③

RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ②＝③

δ a 1.000 0.300 0.100 0.919 0.90 0.90 ②＝③

δ p 1.000 0.300 0.100 0.919 0.90 0.90 ②＝③

① ② ③

tanφ 1.000 0.750 0.100 0.798 0.80 0.85 ※※

c 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ※※

γt 1.000 -0.260 0.050 1.035 1.00 1.05 ※※

RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ※※

δ a 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ※※

f ty (HT690) 1.130 0.750 0.070 0.970 0.651 0.65 ②=①/1.489※

f ty (SS400) 1.260 0.750 0.073 1.074 0.721 0.70 ②=①/1.489※

① ② ③

tanφ 1.000 0.760 0.100 0.795 0.80 0.85 ※

c 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ②＝③

γt 1.000 -0.320 0.050 1.043 1.05 1.05 ②＝③

RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ②＝③

δ a 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ②＝③

f sy (SKY490) 1.200 0.720 0.065 1.048 1.050 1.00 ※

f sy (STK400) 1.260 0.720 0.073 1.081 1.100 1.00 ※

備考

備考

備考

※：③では，鋼材の降伏強度に関する部分係数を1.0に設定し，その対応としてtanφの部分係数を割り増す調整を行っ
ている．

※：②では，旧設計法におけるタイロッド鋼材の矢板本体鋼材に対する安全性を考慮して部分係数を設定している．
※：③では，②を0.05単位で丸めている．
※※：③は，矢板壁の応力で設定した部分係数（③）を準用している．

2.7

(3)矢板壁の応力

目標
信頼性指標

確率変数
平均値／
特性値

感度係数 変動係数
部分係数

(2)タイ材の応力
目標

信頼性指標
確率変数

平均値／
特性値

感度係数 変動係数
部分係数

2.7

(1)矢板根入れ長

目標
信頼性指標

2.7

部分係数
確率変数

平均値／
特性値

感度係数 変動係数
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表－2.9(b) 矢板式係船岸の永続状態の照査における部分係数（粘性土系地盤） 

 

【βt =2.7における部分係数】 

① ② ③
tanφ 1.000 0.820 0.100 0.779 0.80 0.80 ②＝③

c 1.000 0.700 0.100 0.811 0.80 0.80 ②＝③

γ t 1.000 -0.190 0.050 1.026 1.05 1.05 ②＝③

RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ②＝③

δ a 1.000 0.120 0.100 0.968 0.95 0.95 ②＝③

δ p 1.000 0.120 0.100 0.968 0.95 0.95 ②＝③

① ② ③

tanφ 1.000 0.500 0.100 0.865 0.85 0.85 ②＝③

c 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ②＝③

γt 1.000 -0.250 0.050 1.034 1.05 1.05 ②＝③

RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ②＝③

δ a 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ②＝③

f ty (HT690) 1.130 0.940 0.070 0.929 0.619 0.60 ②=①/1.489※

f ty (SS400) 1.260 0.940 0.073 1.027 0.684 0.70 ②=①/1.489※

① ② ③

tanφ 1.000 0.250 0.100 0.932 0.95 0.85 ※※

c 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ※※

γt 1.000 -0.326 0.050 1.044 1.05 1.05 ※※

RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ※※

δ a 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ※※

f sy (SKY490) 1.200 1.000 0.065 0.989 1.00 1.00 ②＝③

f sy (STK400) 1.260 1.000 0.073 1.012 1.00 1.00 ②＝③
※※：③は，タイ材の応力で設定した部分係数（③）を準用している．

※：②では，旧設計法におけるタイロッド鋼材の矢板本体鋼材に対する安全性を考慮して部分係数を設定している．
※：③では，②を0.05単位で丸めている．

備考

備考

備考感度係数 変動係数
部分係数

2.7

目標
信頼性指標

確率変数
平均値／
特性値

(3)矢板壁の応力

2.7

目標
信頼性指標

確率変数
平均値／
特性値

感度係数 変動係数
部分係数

2.7

(2)タイ材の応力

(1)矢板根入れ長

目標
信頼性指標

確率変数
平均値／
特性値

感度係数 変動係数
部分係数

 

 

【βt=3.6における部分係数】 

① ② ③
tanφ 1.000 0.820 0.100 0.705 0.70 0.70 ②＝③

c 1.000 0.700 0.100 0.748 0.75 0.75 ②＝③

γ t 1.000 -0.190 0.050 1.034 1.05 1.05 ②＝③

RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ②＝③

δ a 1.000 0.120 0.100 0.957 0.95 0.95 ②＝③

δ p 1.000 0.120 0.100 0.957 0.95 0.95 ②＝③

① ② ③
tanφ 1.000 0.500 0.100 0.820 0.80 0.80 ②＝③

c 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ②＝③
γt 1.000 -0.250 0.050 1.045 1.05 1.05 ②＝③
RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ②＝③

δa 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ②＝③

f ty (HT690) 1.130 0.940 0.070 0.862 0.575 0.55 ②=①/1.489※

f ty (SS400) 1.260 0.940 0.073 0.949 0.632 0.65 ②=①/1.489※

① ② ③
tanφ 1.000 0.250 0.100 0.910 0.90 0.80 ※※

c 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ※※
γt 1.000 -0.326 0.050 1.059 1.05 1.05 ※※
RWL 1.000 0.000 0.050 1.000 1.00 1.00 ※※

δa 1.000 0.000 0.100 1.000 1.00 1.00 ※※

f ty (HT690) 1.200 1.000 0.065 0.919 0.90 0.90 ②＝③

f ty (SS400) 1.260 1.000 0.073 0.929 0.95 0.95 ②＝③

備考

備考

備考

※※：③は，タイ材の応力で設定した部分係数（③）を準用している．

※：②では，旧設計法におけるタイロッド鋼材の矢板本体鋼材に対する安全性を考慮して部分係数を設定している．
※：③では，②を0.05単位で丸めている．

(3)矢板壁の応力

目標
信頼性指標

確率変数
平均値／
特性値

感度係数 変動係数
部分係数

3.6

感度係数 変動係数
部分係数

3.6

(2)タイ材の応力
目標

信頼性指標
確率変数

平均値／
特性値

部分係数

3.6

(1)矢板根入れ長

目標
信頼性指標

確率変数
平均値／
特性値

感度係数 変動係数
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3．タイワイヤーの降伏強度に関する部分係数 
の検討 

 

3.1 概要 

本検討で対象とする矢板式係船岸は図－3.1 に示すと

おり，海底面に打込まれた矢板の上部にタイ材を連結し，

その背後に控えを設置する構造である．図－3.2 に矢板

式係船岸の標準的な性能照査フローを示すが，本検討で

対象とするのは，矢板式係船岸の永続状態におけるタイ

材応力の照査（「タイ材に生じる応力の検討」の箇所）

において，タイ材としてタイワイヤーを用いた場合のタ

イワイヤーに関する部分係数の検討である．ここで，タ

イロッドの場合は，張力を断面積で除することにより得

られる作用効果としての応力度と耐力としての応力度の

比較照査が行われるが，タイワイヤーでは後述するよう

に鋼線をより合わせる構造となっていることから張力を

断面積で除することによる応力を照査の対象とするので

はなく，張力そのものが照査の対象となる．ただし，タ

イ材に作用する張力による材料の降伏に対する安全性照

査という観点ではタイロッドとタイワイヤーにおいて本

質的な違いはない．また，基準・同解説で「タイ材の応

力の照査」という表現を用いていることから，本稿にお

いても応力照査という表現を用いている箇所があること

に注意をしておく． 

なお，次節 3.2 では，港湾工事で一般的に使用される

タイワイヤーの基本特性及び旧設計法における照査の考

え方等について概説し，その上で 3.3 においてタイワイ

ヤーの製造メーカーから提供を受けた試験データに基づ

き材料強度特性等の評価を行った結果及びタイワイヤー

の降伏強度に関する部分係数の検討結果を示す． 

 

3.2 港湾工事で使用されるタイワイヤーの基本特性等 

(1)タイワイヤーの基本特性等 

タイ材とは，矢板と控え工をつなぐ材料の総称であり，

一般的にはタイロッドとタイワイヤーのことをいう． 

タイワイヤーは，硬鋼線材（JIS G 3506）に相当する

特性を有する硬鋼線、あるいはピアノ線材（JIS G 3502）

に相当する特性を有するPC鋼線をより合わせて製作され

たものである．現在，港湾工事で一般的に使用されてい

るタイワイヤーの基本特性等を一覧表として整理したも

のを表－3.1に示す． 

港湾工事で使用されているタイワイヤーを大きく分類

すると，プレストレスコンクリートに使用される JIS G 

3536 の規定に従うPC鋼線・PC鋼線より線を使用している

ものと（Ａ社及びＢ社），JIS G 3549及びJIS G 3525に

準拠し，橋梁などの部材に使用する亜鉛メッキ鋼線をよ

り合わせたワイヤーロープとに分類される．なお，前者

については，PC鋼線より線をさらにより合わせたもの（多

重より）（Ａ社）とPC鋼線より線を平行配置するもの（Ｂ

社）とに分類される． 

次に，メーカー保証値としての引張荷重又は破断荷重

の設定方法について，各メーカーからのヒアリングに基

づく結果を示す．なお，引張荷重（JIS G 3536）と破断

荷重（JIS G 3549）は，表中に示すとおりJISにより用

語の定義が異なるが，両者ともタイワイヤーの引張試験

（破断試験）を実施した際の試験片が破断に至るまでの

最大荷重のことを指しており，両者は同じ状態における

荷重である．図－3.3にタイワイヤーの荷重と伸びの関係

のイメージ図を示すが，試験結果による引張荷重又は破

断荷重は，図中の①に示す荷重である． 

なお，引張試験などにおいて材料に加える作用を荷重

と呼び，降伏が生じる際に加えた作用の値を降伏荷重と

呼ぶことは一般的に行われる．しかしながら，本研究で

は，タイワイヤーの材料強度に関する部分係数を検討す

る．材料強度に関して「荷重」の用語をあてることは不

適切と考えられることから，部分係数としては降伏強度

に対する部分係数と呼んで「降伏荷重」とは区別する． 

割石

鋼管杭

コンクリート舗装

路盤

鋼矢板

砂質土

H.W.L.

L.W.L.
タイロッド

裏込石

タイ材

割石

鋼管杭

コンクリート舗装

路盤

鋼矢板

砂質土

H.W.L.

L.W.L.
タイロッド

裏込石

タイ材

矢板壁の根入長

矢板壁の応力照査

タイ材の応力照査
　①タイロッド
　②タイワイヤー

控え工の照査

円弧すべりの照査

腹起こしの照査

 

図－3.1 矢板式係船岸の構造と主要照査項目 
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矢板根入れ長の決定

矢板壁に生じる応力の検討

タイ材に生じる応力の検討

腹起しに生じる応力の検討

矢板壁，タイ材及び腹起しの諸元の決定

控え工の諸元の仮定

控え工の応力，根入れ長及び位置の検討

控え工の諸元の決定

永続状態，レベル1地震動に関する変動状態

永続状態，レベル1地震動及び船舶に
よる作用に関する変動状態

永続状態

永続状態，レベル1地震動に関する変動状態

骨組み解析，動的解析等による変形量の検討

動的解析による変形量及び応力の照査

レベル2地震動に関する偶発状態

設計条件の決定

断面諸元の仮定
（タイ材取付点位置の決定も含む）

作用の評価（照査用震度の設定含む）

※3

性能照査

※2

レベル１地震動に関する変動状態

※1

円弧すべりに対する検討

断面諸元の決定

構造部材に関する照査

動的解析等による変形量の検討

矢板根入れ長の決定

矢板壁に生じる応力の検討

タイ材に生じる応力の検討

腹起しに生じる応力の検討

矢板壁，タイ材及び腹起しの諸元の決定

控え工の諸元の仮定

控え工の応力，根入れ長及び位置の検討

控え工の諸元の決定

永続状態，レベル1地震動に関する変動状態

永続状態，レベル1地震動及び船舶に
よる作用に関する変動状態

永続状態

永続状態，レベル1地震動に関する変動状態

骨組み解析，動的解析等による変形量の検討

動的解析による変形量及び応力の照査

レベル2地震動に関する偶発状態

設計条件の決定

断面諸元の仮定
（タイ材取付点位置の決定も含む）

作用の評価（照査用震度の設定含む）

※3

性能照査

※2

レベル１地震動に関する変動状態

※1

円弧すべりに対する検討

断面諸元の決定

構造部材に関する照査

動的解析等による変形量の検討

 
 

図－3.2 矢板式係船岸の標準的な性能照査フロー（太点線枠囲み：今回の検討対象） 
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伸び（％）

引張荷重(kN)
①引張荷重・破断荷重（試験値）

②引張荷重・破断荷重（メーカー保証値）

0.2%
永久伸び

③0.2%永久伸びに対する荷重（試験値）

⑦許容荷重（常時）

⑥許容荷重（地震時）Tu／Fs（=2.5）

Tu／Fs（=3.8）

⑤降伏荷重（特性値）Tu×（2/3）

Tu

3.
8

1.
5

2.
5 ⑧

1.
67

1.
52

⑨

概ね1.0～1.2%

概ね0.35～0.45%
概ね0.2～0.3%

概ね2～7%

④降伏荷重（メーカー保証値）Tu×0.8～0.9

2.
5

安全率

 

 

図－3.3 タイワイヤーの引張荷重と伸びの関係（イメージ） 

表－3.1 港湾工事で使用されるタイワイヤーの基本特性等の一覧 

項目 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 

JIS G 3536（PC 鋼線及び PC 鋼より線） 

JIS G 3549 準拠 
（構造用ワイヤーロープ） 

JIS G 3525 準拠 
（ワイヤーロープ） JIS 規格 

PC 鋼線 JIS G 3536  

PC 鋼より線 JIS G 3536  

硬鋼線材 JIS G 3506 
ピアノ線材 JIS G 3502 

断面構成 多重より「PC 鋼より線」 
（PC 鋼より線をさらにより合わせ） 

「PC 鋼より線」 
（PC 鋼より線を平行配置） 

(a)スパイラルロープ 

 

 

 

 

(b)ストランドロープ 

 

 

 

 

 
（スパイラルロープの多重より） 

引張荷重 
（JIS G 3536） 

 

破断荷重 
（JIS G 3549） 

（メーカー保証値の設定） 

・PC 鋼より線の引張荷重（JIS 公

称値）に「多重より本数」を乗

じて設定． 

（メーカー保証値の設定） 

・PC 鋼より線の引張荷重（JIS 公

称値）に「平行本数」を乗じ，

さらに定着部の圧着による効

率低下(96%)を見込んで設定．

（メーカー保証値の設定） 

・線材の破断荷重（JIS 公称値）

に線材本数分をかけて集合破

断荷重とし，集合破断荷重に

「より効率」を乗じて設定．

・「より効率」は，製品により異

なり，上記 a)の場合は 94～97%

程度，上記 b)の場合は 90%程度

として設定． 

降伏荷重 

（メーカー保証値の設定） 

・PC 鋼より線の降伏荷重（JIS 公

称値）に「多重より本数」を乗

じて設定． 

（降伏荷重：0.2％永久伸びに対

する荷重．） 

（メーカー保証値の設定） 

・PC 鋼より線の降伏荷重（JIS 公

称値）に「平行本数」を乗じ

て設定． 

（降伏荷重：0.2％永久伸びに対

する荷重） 

（メーカー保証値の設定） 

・0.2%永久ひずみ耐力試験の試験

値より設定． 

・製品としては，「破断荷重/1.2」，

程度を目標としている． 
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  メーカー保証値としての引張荷重は（図－3.3中の②），

両者（Ａ社及びＢ社）ともJISに規定されるPC鋼より線の

引張荷重に，束ねたPC鋼より線の本数を乗じて設定され

ているが，タイワイヤー端部の定着部の圧着による効率

低下を見込んでいるか否かの相違がある．メーカー保証

値としての破断荷重（Ｃ社）については（図－3.3中の②），

使用線材のJISに規定される破断荷重の公称値に，束ねる

線材の本数分を乗じて集合破断荷重とし，さらにより効

率（素線の集合破断荷重に対するロープの破断荷重の

比）を乗じて設定されている．より効率については，製

品により使い分けて設定されている． 

次に，メーカー保証値としての降伏荷重（図－3.3 中

の④）について説明する．一般的にタイワイヤーは明瞭

な降伏点を示さないため、タイワイヤーの引張試験では，

「0.2%の永久伸びに対する荷重」により，降伏荷重に相

当する荷重が規定される．「0.2%の永久伸びに対する荷

重」とは，図－3.3 中の③に示すとおり，タイワイヤー

の引張荷重と伸びとの曲線関係における直線部分に対し，

伸び 0.2％の隔たりを持つ平行線を引き，原曲線との交

点を持って定められる荷重である（JIS G 3536）（以下，

この荷重のことを降伏荷重（試験値）と呼ぶ）．このた

め，メーカー保証値としての降伏荷重は，JIS G 3536 に

基づくタイワイヤーについては（Ａ社及びＢ社），JIS

に規定される「0.2%の永久伸びに対する荷重」の公称値

により本数を乗じて設定されている．一方，JIS G 3549

及び JIS G 3525 については，「0.2%の永久伸びに対する

荷重」に対応する規定が無いため，ヒアリング結果によ

ると，Ｃ社については各製品の試験から得られる「0.2%

の永久伸びに対する荷重」の試験値を参考として降伏荷

重を設定し，製品としては破断荷重／1.2 程度を目標と

しているとのことである． 

なお，基準・同解説及び港湾工事共通仕様書では，従

来より「タイワイヤーは明瞭な降伏点を示さないので，

0.2%の永久伸びを生じる荷重を降伏荷重とみなし、これ

の破断荷重（引張荷重）に対する比が 2/3 を下回らない

ことを確認する必要がある。」という主旨の規定を設け

ている．この規定に基づくと，許容される降伏荷重（試

験値）の下限値は「破断荷重（引張荷重）×2/3」となり，

この荷重が設計を行う上での実質上の降伏荷重と位置づ

けることができる（図－3.3 中の⑤）．なお，以下では，

「メーカー保証値としての破断荷重（引張荷重）×2/3」

の荷重を降伏荷重（特性値）と呼び，メーカー保証値と

しての降伏荷重とは異なるものとして定義する． 

(2)旧設計法におけるタイワイヤーの許容荷重等 

図－3.3の縦軸（荷重）に，平成11年度版の基準・

同解説（旧設計法と呼ぶ）に記載されていたタ

イワイヤーの許容荷重等の関係（安全率）を示

す．旧設計法は許容応力度法に基づく設計体系

であり，図中に示すとおり，タイワイヤーの場

合，常時許容荷重の破断荷重（引張荷重）に対

する安全率は3.8以上，地震時許容荷重について

は安全率2.5以上が規定されていた．なお，これ

らの許容荷重を降伏荷重（特性値）に対する安

全率で表現すると，各々2.5及び1.67程度であり，

これらの安全率はタイロッドの降伏応力度に対

する許容応力度（常時，地震時）の安全率と同

一である．以上のとおり，旧設計法においては，

タイロッドの降伏応力度に相当するタイワイヤ

ーの荷重として，先に説明した降伏荷重（特性

値）が規定されており，両者の降伏点以下の荷

重に対して設定されている常時及び地震時の許

容値は，タイロッドとタイワイヤーで同じ安全

性が確保されるように安全率が規定されていた

ことが分かる． 

(3)タイワイヤーの引張試験データ 

 本項では，港湾工事で一般的に使用されているタイワ

イヤーの製造メーカー（3社）から提供を受けた引張試験

データの概要を示す．試験データ数は128であり，試験デ

ータに関する基本情報を表－3.2に示す．以下，部分係数

の設定の観点からデータの整理を行った結果を示す． 

図－3.4にタイワイヤーの降伏荷重（試験値）と降伏荷

重（特性値）の比を，メーカー保証値としての破断荷重

（引張荷重）を横軸に取り整理した結果を示す．この比

は，式(1)に示す部分係数の設定において，右辺の最終項

（平均値／特性値）に該当し，降伏荷重（特性値）から

の降伏荷重（試験値）の平均値の偏りが表現されること

になる．この平均値の偏りは，実際の降伏荷重（試験値）

が，設計上の特性値（降伏荷重）に比較して、どの程度

の安全代を有しているかを表す指標となる．この結果を

概観すると，降伏荷重（試験値）は特性値に比較して概

表－3.2 試験データに関する基本情報 

 

試験 

データ数 

・全128データ 

（内訳：74(①社),9(②社)，45(③社)

提供データ ・製品型番（製品カタログ） 

・各製品型番に対するメーカー保証

値としての引張荷重又は破断荷重

・引張試験から得られた引張荷重又

は破断荷重 

・引張試験から算出した「0.2％永久

伸びに対する荷重」 
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ね1.26～1.6の範囲にあり，試験値は非常に安全側の値を

有しており，かつ各メーカー間における極端な相違はな

いことが分かる．但し，一方で，先述したとおりメーカ

ー毎に破断荷重（引張荷重）のメーカー保証値の設定方

法が異なり，その結果得られる降伏荷重（特性値）も同

様に異なるため，同じ条件でのデータの比較ができない．

このため，これらのデータセットの取扱いには十分な注

意が必要である． 

また，タイワイヤーの降伏荷重（試験値）と降伏荷重

（特性値）の比を頻度分布図として図－3.5に示す．頻度

分布の形状を見ると，今回のデータセットの条件下では，

左側に（危険側）すそが拡がり，右側（安全側）に上限

値があるような対数正規分布を左右反転させたような分

布形状になっていることが分かる．これに対してJIS規格

に基づく一般鋼材の降伏応力度の場合，JISでは下限値の

みが設定されているため，頻度分布の形状は右側にすそ

が拡がる傾向（安全側）にあるのが一般的である．以上

に示す結果は，繰り返しになるが，各メーカーでメーカ

ー保証値としての破断荷重（引張荷重）の設定方法が異

なり，かつ準拠するJIS規格も異なる等，全社の全製品の

データを一括りにして整理していることに大きな原因が

あると考えられる．以上の観点から，タイワイヤーの機

械的性質について，各メーカーの各製品毎に分類して検

討することも可能であるが，その場合には統計データが

極端に少なくなること，及び部分係数を各メーカーの各

製品に対応して個別に設定する必要があるなど，実務設
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図－3.4 タイワイヤーの降伏強度（試験値）と降伏強度（特性値）の比 

（○：①社，△：②社，□：③社） 
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図－3.5 タイワイヤーの降伏荷重の試験値と特性値の比の頻度分布（図中黒線：正規分布を仮定した場合の分布） 
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計の観点からは合理的な結果は得られないと考えられる．

このため，次節3.3においては，全社の全製品を一括りに

して部分係数を設定するという前提に立ち検討を進める

こととした． 

 

3.3 タイワイヤーの降伏強度に関する部分係数の検討 

本節では，タイワイヤーの降伏強度の部分係数につい

て検討する．タイワイヤーの場合，ワイヤーに発生する

引張荷重が降伏強度に至らないことを照査するため，下

式(2)及び(3）に基づき照査することになる．  

 

dy a dT Tγ≥                 (2) 

dy Ty ykT Tγ=               (3) 

ここに，Tyd：タイワイヤーの降伏強度の設計用値，Td：

タイワイヤーに発生する引張荷重の設計用値，γa：構造

解析係数，γTy：タイワイヤーの降伏強度に関する部分

係数，Tyk：タイワイヤーの降伏強度の特性値，である． 
今回の検討対象は，式(3)におけるγTy（タイワイヤーの

降伏強度に関する部分係数）である．ここで，式(1)の定

義に基づくと，変動係数が小さいほど，平均値／特性値

の偏りが大きいほど，算出される部分係数は大きくなる

ことが分かる． 
表－3.3に，降伏強度の平均値の偏り（平均値／特性

値）及び変動係数について，タイロッドとタイワイヤー

の値を比較する．タイワイヤーはタイロッドと比較して

平均値の偏りが大きいことから，特性値がタイロッドよ

りも安全側に設定されていることが分かる．また，変動

係数が小さいことから，仮に平均値の偏りなどの他の条

件が同一であったとしても破壊確率は小さく評価される

ことになる．従って，目標とする信頼性指標をタイロッ

ドとタイワイヤーで同一とした場合，タイワイヤーの部

分係数はタイロッドに対する値とは異なり，より有利な

部分係数（より大きな係数）を設定できる可能性がある

と言える．即ち，タイワイヤーを採用した場合に，タイ

ロッドと比較して相対的により経済的な断面が設定でき

る可能性があることになる． 

 

表－3.3 タイワイヤーとタイロッドの降伏強度の 

平均値／特性値及び変動係数 

 

タイロッド  タイ 

ワイヤー HT690 SS400

平均値／特性値 1.45 1.13 1.26

変動係数 0.050 0.070 0.073

 

ただし，タイワイヤーの降伏強度に関する部分係数の

設定にあたっては，併せて以下の2点を考慮する必要があ

ると考えられる． 

第一点は，先述したとおり，タイワイヤーの降伏強度

の従う確率分布が平均値に対して左右対称の正規分布で

はなく，左側の裾が長い確率分布になっている点である．

強度の低い左側の裾が長い確率分布であるということは，

同じ変動係数の正規分布に従う場合と比較して大きな破

伸び（％）

引張荷重

常時許容荷重

地震時許容荷重

0.2%残留伸び

概ね2～7%

タイロッド（SS400材）

10%以上程度

降伏荷重（特性値）

5～10%程度

タイロッド（HT690材）

タイワイヤー

●：引張荷重・破断荷重
○：降伏荷重（試験値）

 

 

図－3.6 タイワイヤーとタイロッド（HT690材，SS400材）の引張荷重と伸びの関係（比較イメージ図） 
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壊確率であることを意味する．従って，表－3.3に示した

統計量を用いて式(1)を用いて部分係数を設定すること

は妥当でない可能性がある． 

第二点は，矢板式係船岸の供用性の観点から，部材安

全性のみならず変形に対する配慮が必要と考えられる点

である．図－3.6にタイロッド（SS400，HT690）及びタイ

ワイヤーの荷重～伸びの特性，及び降伏荷重（試験値）

の平均値と特性値の関係についてのイメージ図を示す．

タイワイヤーとタイロッドを比較すると（設計上におけ

る相当品同士の比較），同一の荷重増分に対する伸びは，

ワイヤーの方が大きく，SS400材の場合は概ね6～7倍程度，

HT690材の場合は概ね3～3.5倍程度となる．実際の構造物

では，常時の土圧等の作用によりタイ材に引張荷重が常

に作用し，このためタイ材に伸びが発生してこれが岸壁

の変形の一因となる．さらに地震動の作用を受けた場合

には，前面矢板の海側へのはらみ出し等のためタイ材に

作用する引張荷重が増加し，これに伴いタイ材に伸びが

発生すると考えられる．タイ材のヤング係数が小さけれ

ば，同じ引張荷重が作用した際に伸びが大きくなり，こ

のため岸壁の変形量が大きくなるといえる．岸壁の変形

量の大小は，供用性に影響を及ぼす． 

ところが，設計における照査では基本的にタイ材の降

伏についてチェックされるので，ヤング係数の違いによ

る伸びの違いのような項目は照査されない．さらに，特

に永続状態において変形が照査される場合においても，

タイ材張力が控え工に作用することによる控え工上端の

変形量を岸壁の変形量と見なす方法が採用されることが

想定されるため，上述のようなタイ材のヤング係数の影

響は反映されない． 

以上の2点の留意事項を踏まえると，表－3.3の値をそ

のまま用いて部分係数を設定することは適切でない可能

性があると言える．しかしながら，上述の通りタイワイ

ヤーの降伏強度の設定のされ方はタイロッドと比較して

十分に安全側であることを考慮すると，総合的な判断と

してタイワイヤーの降伏強度に対する部分係数をタイロ

ッドの部分係数と同じ値に設定することが現時点では妥

当と判断される．また，タイロッドの部分係数は一般鋼

材（SS400）と高張力鋼（HT690）の2種類にそれぞれ値が

設定されているが，タイワイヤーの機械的性質の類似性

という観点からは，明瞭な降伏点が得られず，かつ降伏

応力度に対する破断強度の比が小さくなる傾向にある高

張力鋼に対する部分係数を準用することを提案する．表

－3.4に提案する部分係数を示す． 

 

表－3.4 矢板式係船岸の永続状態におけるタイ材の応力に関する部分係数 

 耐震強化施設 耐震強化施設以外 

目標システム信頼性指標βT 3.6 2.7 
目標システム破壊確率 Pf T 1.7×10-4 4.0×10-3 

 γ  α μ/X k V γ  α μ/X k V 
γtanφ ' せん断抵抗角の正接 0.75 0.760 1.00 0.100 0.85 0.760 0.100 0.100

γc' 粘着力 1.00 0.000 1.00 0.100 1.00 0.000 0.100 0.100
γw' 有効単位体積重量 1.05 -0.320 1.00 0.050 1.05 -0.320 0.050 0.050
γδ 壁面摩擦角 1.00 0.000 1.00 0.100 1.00 0.000 0.100 0.100
γq 上載荷重 1.00 － － － 1.00 － － － 

γ RWL 残留水位 1.00 0.000 1.00 0.050 1.00 0.000 0.050 0.050

γσy，γΤy HT690，タイワイヤー 0.60 0.750 1.13 0.070 0.65 0.750 1.13 0.070

γσy SS400 0.65 0.750 1.26 0.073 0.70 0.750 1.26 0.073

砂
質
土
系
地
盤 

γa 構造解析係数 1.00 － － － 1.00 － － － 
γtanφ ' せん断抵抗角の正接 0.80 0.500 1.00 0.100 0.85 0.500 1.00 0.100

γc' 粘着力 1.00 0.000 1.00 0.100 1.00 0.000 1.00 0.100
γw' 有効単位体積重量 1.05 -0.250 1.00 0.050 1.05 -0.250 1.00 0.050
γδ 壁面摩擦角 1.00 0.000 1.00 0.100 1.00 0.000 1.00 0.100
γq 上載荷重 1.00 － － － 1.00 － － － 

γ RWL 残留水位 1.00 0.000 1.00 0.050 1.00 0.000 1.00 0.050
γσy，γΤy HT690，タイワイヤー 0.55 0.940 1.13 0.070 0.60 0.940 1.13 0.070

γσy SS400 0.65 0.940 1.26 0.073 0.70 0.940 1.26 0.073

タ

イ

材

の

応

力 
粘
性
土
系
地
盤 

γa 構造解析係数 1.00 － － － 1.00 － － － 
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4.まとめ 

 

本研究では，2007年に改正された「港湾の施設の技術

上の基準・同解説」において提示されている部分係数法

による矢板式係船岸の永続状態の照査のうち，タイ材と

してタイワイヤーを用いた場合の応力照査に適用する部

分係数（タイワイヤーの降伏強度に対する部分係数）を

提案した（表－3.4）．また，基準・同解説において提示

されている標準的な部分係数の設定根拠等について，設

計者の便を考慮してあらためて整理した． 
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付録A  

評価対象とした矢板式係船岸の設計概要（その1） 

 
（１）地点１（標準断面図及び土質パラメータ等） 

・土層条件 
 

 
 

 
（２）地点２（標準断面図及び土質パラメータ等） 

・土層条件 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

土層 性状 φ（度） c（kN/㎡） 

単体体積重量

（kN/㎥）

層厚

（m）

① 砂質土 40 0.000  18.000 11.100 
② 砂質土 34 0.000  18.000 2.900 
③ 砂質土 38 0.000  18.000 6.500 
④ 粘性土 0 60.00  14.300 7.000 
⑤ 粘性土 0 150.0  15.700 50.000 

 
 

・上載荷重  ：30kN/m2（地震時は 15 kN/m2） 
・矢板    ：SKY-490 Ф＝1,100 
・タイロッド ：NHT-690 Ф＝80 
・タイ材間隔 ：2.356m 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

土層 性状 φ（度） c（kN/㎡） 

単体体積重量

（kN/㎥）

層厚

（m）

① 砂質土 30 0.000  18.000 4.800 
② 砂質土 35 0.000  18.000 50.000 

 
 

・上載荷重  ：20kN/m2（地震時は 10 kN/m2） 
・矢板    ：SKY-490 Ζ＝1870 
・タイロッド ：SS400Ф＝55 
・タイ材間隔 ：1.600m 

▽GL-11.0m

▽GL-17.5m

▽GL-24.5m

▽GL+1.00m(HWL)

▽GL+3.00m(GL)

▽GL-8.10m

▽GL-12.6(UGL)

▽GL±0.0(LWL)

①

②

③

④

⑤

11
90
0

▽GL+0.20m(HWL)

▽GL+1.80m(GL)

▽GL±0.0(LWL)

▽GL-9.00(UGL)

▽GL-3.00m

34
00

①

②
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（３）地点３（標準断面図及び土質パラメータ等） 
・土層条件 

 
 

 
（４）地点４（標準断面図及び土質パラメータ等） 

・土層条件 
 

 

 
 
 
 
 

土層 性状 φ（度） c（kN/㎡） 

単体体積重量

（kN/㎥）

層厚

（m）

① 砂質土 40 0.000  18.000 12.000 
② 粘性土 0 70.00  14.000 10.200 
③ 砂質土 40 0.000  18.000 1.300 
④ 砂質土 45 0.000  18.000 3.000 
⑤ 粘性土 0 100.0  13.500 3.500 
⑥ 砂質土 40 0.000  18.000 12.000 

 
・上載荷重  ：20kN/m2（地震時は 10 kN/m2） 
・矢板    ：SKY-490  Ζ＝13500 
・タイロッド ：NHT-690 Ф＝68 
・タイ材間隔 ：1.766m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

土層 性状 φ（度） c（kN/㎡） 

単体体積重量

（kN/㎥）

層厚

（m）

① 砂質土 40 0.000  18.000 12.000 
② 粘性土 0 70.00  14.000 10.200 
③ 砂質土 40 0.000  18.000 1.300 
④ 砂質土 45 0.000  18.000 3.000 
⑤ 粘性土 0 100.0  13.500 3.500 
⑥ 砂質土 40 0.000  18.000 12.000 

 
 

・上載荷重  ：20kN/m2（地震時は 10 kN/m2） 
・矢板    ：SKY-490  Ζ＝13500 
・タイロッド ：NHT-690  Ф＝68 
・タイ材間隔 ：1.766m  

 
 
 
 
 

▽GL-26.0m

▽GL-22.5m

▽GL-19.5m
▽GL-18.2m

▽GL-8.00m

▽GL+4.00m(GL)

▽GL±0.0(LWL)

▽GL-12.6(UGL)

▽GL+1.60m(HWL)

14
40
0

①

②

③

④

⑤

⑥

▽GL-22.5m

▽GL-26.0m

▽GL-19.5m
▽GL-18.2m

▽GL-12.6(UGL)

▽GL±0.0(LWL)

▽GL-8.00m

▽GL+4.00m(GL)

▽GL+1.60m(HWL)

①

②

③

④

⑤

⑥

15
90
0
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（５）地点５（標準断面図及び土質パラメータ等） 
・土層条件 

 

 
 
 
（６）地点６（標準断面図及び土質パラメータ等） 

・土層条件 
 
 

 

 
 
 
 

土層 性状 φ（度） c（kN/㎡） 

単体体積重量

（kN/㎥）

層厚

（m）

① 砂質土 40 0.000  18.000 12.000 
② 粘性土 0 70.00  14.000 10.200 
③ 砂質土 40 0.000  18.000 1.300 
④ 砂質土 45 0.000  18.000 3.000 
⑤ 粘性土 0 100.0  13.500 3.500 
⑥ 砂質土 40 0.000  18.000 12.000 

 
 

・上載荷重  ：20kN/m2（地震時は 10 kN/m2） 
・矢板    ：SKY-490Ζ＝13500 
・タイロッド ：NHT-690Ф＝68 
・タイ材間隔 ：1.766m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

土層 性状 φ（度） c（kN/㎡） 

単体体積重量

（kN/㎥）

層厚

（m）

① 砂質土 40 0.000  18.000 8.000 
② 粘性土 0 50.00  14.000 4.200 
③ 粘性土 0 70.000  13.500 10.200 
④ 砂質土 45 0.000  18.000 4.300 
⑤ 粘性土 0 100.0  13.500 14.500 

 
 

・上載荷重  ：20kN/m2（地震時は 10 kN/m2） 
・矢板    ：SKY-490Ζ＝13500 
・タイロッド ：NHT-690Ф＝70 
・タイ材間隔 ：1.766m 

▽GL+1.60m(HWL)

▽GL-8.00m

▽GL-18.2m
▽GL-19.5m

▽GL-22.5m

▽GL-26.0m

▽GL-12.6(UGL)

▽GL±0.0(LWL)

▽GL+4.00m(GL)

15
40
0

①

②

③

④

⑤

⑥

▽GL-22.7m

▽GL-18.4m

▽GL-8.20m

▽GL-4.00m

▽GL+4.00m(GL)

▽GL±0.0m(LWL)

▽GL-12.6m(UGL)

▽GL+1.60m(HWL)

11
90
0

①

②

③

④

⑤
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（７）地点７（標準断面図及び土質パラメータ等） 
・土層条件 

 

 
 
 
 
 
（７）地点８（標準断面図及び土質パラメータ等） 

・土層条件 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

土層 性状 φ（度） c（kN/㎡） 

単体体積重量

（kN/㎥）

層厚

（m）

① 砂質土 40 0.000  18.000 8.000 
② 粘性土 0 50.00  14.000 4.200 
③ 粘性土 0 70.000  13.500 11.500 
④ 砂質土 45 0.000  18.000 3.500 
⑤ 粘性土 0 150.0  13.500 3.000 

 
 

・上載荷重  ：20kN/m2（地震時は 10 kN/m2） 
・矢板    ：SKY-490Ζ＝13500 
・タイロッド ：NHT-690Ф＝70 
・タイ材間隔 ：1.766m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

土層 性状 φ（度） c（kN/㎡） 

単体体積重量

（kN/㎥）

層厚

（m）

① 砂質土 30 0.000  18.000 2.000 
② 砂質土 35 0.000  18.000 8.000 
③ 砂質土 30 0.000  18.000 3.500 
④ 砂質土 35 0.000  18.000 50.000 

 
 

・上載荷重  ：20kN/m2（地震時は 10 kN/m2） 
・矢板    ：SKY-400  Ζ＝6700 
・タイロッド ：SS400  Ф＝60 
・タイ材間隔 ：1.780m 

 
 
 
 

▽GL-19.7m

▽GL-23.2m

▽GL+4.00m(GL)

▽GL±0.0(LWL)

▽GL-12.6(UGL)

▽GL+1.60m(HWL)

▽GL-8.20m

▽GL-4.00m

11
90
0

①

②

③

④

⑤

▽GL+1.50m(HWL)

▽GL+3.00m(GL)

▽GL±0.0(LWL)

▽GL-10.60(UGL)

▽GL+1.00m

▽GL-7.00m

▽GL-10.50m

92
70

①

②

③

④
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付録B 

評価対象とした矢板式係船岸の設計概要（その２） 

 
（標準断面図及び土質パラメータ等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ・水深(m)： -7.5，-11.0，-14.0 

・天端高： +2.00(m) 

・H.W.L.： +1.00(m) 

・L.W.L.： ±0.00(m) 

・タイロッド取付高(m)： +0.60 

・上載荷重： 20.0（kN/m2） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

裏込

裏埋め

改良地盤

基礎地盤１

基礎地盤２

-21.0m-14.5m

-22.0m -28.5m

水深-7.5m

-7.5m -14.0m

水深-14.0m

-18.0m

-25.5m

-11.0m

水深-11.0m

【粘性土地盤】

単位体積重量

(kN/m3)
内部摩擦角

（度）
粘着力

(kN/m2)

裏込め 19.6 40 －

裏埋め土 19.6 30 －

改良地盤 19.6 40 －

基礎地盤1 15.7 － 26.8

基礎地盤2 16.7 － 143.2

【砂質土地盤】

単位体積重量

(kN/m
3
)

内部摩擦角
（度）

粘着力

(kN/m
2
)

裏込め 19.6 40 －

裏埋め土 19.6 30 －

改良地盤 19.6 40 －

基礎地盤1 17.2 25 －

基礎地盤2 19.6 35 －
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